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Japan Tax Newsletter 

デロイト トーマツ税理士法人 

2023 年２月 7 日（2023 年 4 月 1 日更新） 

防衛力強化に係る財源確保のための税制措置についての最新情報 

1. はじめに

令和 4 年 12 月 16 日に公表され、12 月 23 日に閣議決定された令和 5 年度税制改正大綱（以下「大綱」）において

は、令和 5 年度税制改正の内容とは別に、防衛力強化に係る財源確保のための税制措置が記載された。我が国の防衛

力の抜本的な強化を行うに当たり、歳出・歳入両面から安定的な財源を確保することが必要であり、令和 6 年以降、法人

税、所得税及びたばこ税について、付加税等の税制措置（以下「当該措置」）が実施される予定とのことである。 

本ニュースレターでは、当該措置の内容と、その後の法令化の状況、及び令和 5 年 3 月決算への影響について考察する。 

2. 大綱記載内容

大綱では、我が国の防衛力の抜本的な強化を行うに当たり、歳出・歳入両面から安定的な財源を確保することとされてお

り、税制部分については、令和９年度に向け、令和 6 年以降複数年かけて段階的に実施され、令和９年度において１兆

円強を確保することとされている。 

当該措置の具体的な内容は、法人税、所得税及びたばこ税について、次のとおりである。 

税目 措置案 施行時期 

法人税 

◼ 新たな付加税が課される（以下「当該付加税」）

➢ 付加税＝法人税額×税率 4～4.5％

➢ 中小法人に配慮する観点から、課税標準となる法人税額から 500 万円が

控除される

令和 6 年以降 

の適切な時期 

Executive Summary 

◼ 我が国の防衛力の抜本的な強化を行うに当たり、歳出・歳入両面から安定的な財源を確保するために、令和 6

年以降、法人税、所得税及びたばこ税について、付加税等の税制措置が予定されている

◼ 令和５年２月３日に令和５年度税制改正法案と防衛財源法案が国会に提出されたが、当該付加税について

は含まれていない。法令化はまだ少し先であり、令和５年３月決算における税効果会計の計算に用いる税率には

影響しないものと予想される
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所得税 

◼ 当分の間、新たな付加税が課される 

➢ 付加税＝所得税額×税率 1％ 

◼ 復興特別所得税：税率が 1％引き下げられるとともに、課税期間が延長される 

➢ 延長期間は、復興事業の着実な実施に影響を与えないよう、復興財源の総

額を確実に確保するために必要な長さとされる 

たばこ税 
◼ 3 円／1 本相当の引上げが、国産葉たばこ農家への影響に十分配慮しつつ、予

見可能性を確保した上で、段階的に実施される 

 

3. 改正法案の提出状況 

法人税率が変更される場合に重要なのは、その施行時期とともに、その改正法の成立時期である。税効果会計においては、

決算日において国会で成立している税法に規定されている税率に基づいて計算することとされている（企業会計基準適用指

針第 28 号 「税効果会計に係る会計基準の適用指針」第 44 項）ためである。 

大綱の公表後、関連する可能性のある法案としては、以下の 2 法案が国会に提出されているが、その主な内容は次のとおり

であり、当該措置については含まれていない。 

◼ 「所得税法等の一部を改正する法律案」（財務省ウェブサイト（PDF））：令和 5 年 2 月 3 日国会提出 

R5 法案は大綱において令和５年度税制改正の具体的内容として記載されていた項目についての改正法案であり、

当該措置については含まれていない。 

◼ 「我が国の防衛力の抜本的な強化等のために必要な財源の確保に関する特別措置法案」（財務省ウェブサイト

（PDF））：令和 5 年 2 月 3 日国会提出 

令和５年度以降における防衛力の抜本的強化等に要する費用の財源に充てるため、以下からの受入金を確保するこ

ととし、所要の措置を講じる内容である。防衛費の財源のうち、税制以外により手当てされる部分についての法案であ

り、当該措置については含まれていない。 

➢ 財政投融資特別会計財政投融資資金勘定及び外国為替資金特別会計からの繰入金 

➢ 独立行政法人（国立病院機構・地域医療機能推進機構）からの国庫納付金 

➢ 防衛力強化資金：一般会計の中に創設され、防衛力強化税外収入（国庫財産の処分による収入その他の

租税収入以外の収入）を財源とする 

 

4. 考察 

このように、執筆日（令和 5 年 2 月 7 日）現在、当該措置についての法案は国会に提出されていない。 

大綱記載の当該付加税の税率は 4～4.5％と幅があるなど、法令化するにはまだ具体性が足りないと思われ、もう一度税制

調査会などの検討を経て、正式に法令化されるものと予想される。 

そのため、法令化されるにはまだ少し時間がかかるものと予想され、令和 5 年 3 月決算における税効果会計で用いる税率に

当該付加税は加味されないものと予想される。 

 

（令和 5 年 4 月 1 日追記） 

令和 5 年 3 月 31 日までに当該措置についての法制化はなかったため、令和 5 年 3 月決算における税効果会計で用いる

税率には当該付加税は加味されないことで確定した。 

今後については推移を見守ることが必要である。 

 

（東京事務所 大野 久子） 

  

https://www.mof.go.jp/about_mof/bills/211diet/st050203h.pdf
https://www.mof.go.jp/about_mof/bills/211diet/20230203h.pdf
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

 

問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

東京事務所 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3 

丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

 

大阪事務所 

所在地 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 4-1-1 

淀屋橋三井ビルディング 5 階 

Tel 06-4560-8000（代） 

 

名古屋事務所 

所在地 〒450-8503 愛知県名古屋市中村区名駅 1-1-1 

JP タワー名古屋 37 階 

Tel 052-565-5533（代） 

 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 

令和 5 年度税制改正トピックス  www.deloitte.com/jp/tax/tax-reform 
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